
29道協議会:事務連絡
平成２９年５月３１日
北海道日本型直接支払推進協議会
　会員市町村担当者　様

北海道日本型直接支払推進協議会
事務局長　小　松　淳　一　　
北海道多面的機能支払事業の活動等事例一覧表の作成について

　本協議会の推進運営につきましては、日頃よりご理解ご支援賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、農水省では本事業の効果的な推進に向けて様々な視点から事例調査を行なっており、北海道を通じて地区の選定依頼が寄せられているところです。
　また、本協議会では農水省の主旨に鑑み、今後、より効率的な広報活動を推進するため、事例収集等を計画しています。
その前段作業として、貴市町村内の活動組織における特徴的な活動及び効果の事例などを次のとおり調査しますので、ご協力をお願いいたします。
記
１　報告様式と記載方法
別添「（調査表）北海道多面的機能支払事業　活動等事例一覧」に示す活動等事例に該当する全ての活動組織に対し、次の記号をリストから選択してください。
なお、調査は市町村担当者による作業を想定していますが、詳細の内容が把握できていない場合は、活動組織に確認して整理願います。
【リスト記号の内容】
◎　他の活動組織の模範となるべき事例

○　取り組んでいる事例

２　報告（提出）の方法

　　３の期日までにエクセルファイルをメールで提出願います。
　　※該当する組織が無い場合も必ず報告をお願いします。
　
３　報告（提出）期日
６月６日（火）※必着
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